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　エアゾール製品は、第２次世界大戦中にバッグ・ボンベ（昆虫爆弾）＝殺虫

剤としてアメリカで開発され、軍用として使用されましたが、戦後、軍用品から

民生品に移管され、米占領軍により日本へ持ち込まれたのが始まりです。画期

的包装形態として、全世界で爆発的に成長した商品であります。

　日本のエアゾール産業は、大戦後のまもない1948年〜 50年（昭和23年〜 25年）

にかけて先駆者達の並々ならぬ努力により、ヘアスプレー、殺虫剤を上市した

のが始まりです。1951年〜 54年にかけてエアゾール専門の充填・資材会社が続々

と誕生し、1954年には日本エアゾール協会の前身であるエアゾール工業会が組

織され、成長期へと進展しました。エアゾール生産量の統計が取り始められた

1954年の日本における生産量は年間300万缶で、10年後の1964年のオリンピック

東京大会の年に１億1000万缶に達しています。その後、２回の石油ショックや

その後の不況を経験しつつも概ね順調に成長し、1996年（平成８年）の生産量

は６億8300万缶まで達しました。いまも５億缶超の規模を維持しております。

　世界でもエアゾール製品市場は、米国、英国、ドイツ、フランスなど先進国

の成長発展を経て中国、ブラジルなどの国々においても台頭し、長期拡大の傾

向を続けております。2024年（令和６年）の世界のエアゾール生産量は168億缶

をゆうに超えると観測され、生産規模の大きい国々のエアゾール製品の消費量

は年間１人当りに換算すると、2020年で米国11.3缶、英国21.3缶、ドイツ14.9缶、

フランス10.6缶、日本4.1缶となっています。今後は東南アジアや南米、中東、ア

フリカ地域においても人口増大と所得水準向上を背景に急成長していくと見込

まれます。

　ヘアスプレー、殺虫剤から産業が勃興したエアゾール製品は、今では塗料、

室内消臭剤など家庭用品、制汗剤、シェービング剤等の人体用品、防錆潤滑剤

など自動車・工業用品、消炎鎮痛剤など医薬品、ホイップドクリームなど食品

など広範囲にわたり商品化され、いまなお開発用途が膨らんでいます。生産技

術面ではプロペラントとして塩化メチルから始まり、CFC、CFC・LPG混合物、
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LPG・DMEへと変遷し、環境対応への社会的責務から圧縮ガスや新フッ素系ガ

ス採用品も増えております。充填方式は手動式から自動化、高速化を経て、ア

ンダーカップ方式からスルーバルブ方式へと発展してまいりました。

　以上のようなエアゾール産業界にあって、エアゾールの開発・生産技術がそ

れぞれ関係者の努力により高められ、今日の発展に多大な貢献をしたことは言

うまでもありません。本書は、1998年に日本エアゾール協会、並びに東洋エアゾー

ル工業株式会社研究開発部の方々の尽力により発刊された「エアゾール包装技

術」（初版）に28年ぶりに手を入れた改訂版であり、エアゾール製品における開

発から生産、販売後の各種規制動向まで網羅した総合技術書です。執筆に携わっ

た日本エアゾール協会技術委員会のメンバー諸氏の絶大なる協力でまとめられ、

エアゾール産業新聞発行として出版されますことは、日本のエアゾール産業に

とって大変喜ばしいことであり、必ずや更なる業界発展に寄与するものと思い

ます。関係者各位のご尽力に謝し、心よりお礼申し上げます。

2026年４月

一般社団法人　日本エアゾール協会々長

合　山　宏
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